
第 3 2 条の７  少量危険物の貯蔵及び取扱いの危険物の類ご と に共通する 技術上の基準は、 次のと

おり と する 。（ す）  

 ⑴ 第１ 類の危険物は、 可燃物と の接触若し く は混合、 分解を 促す物品と の接近又は過熱、 衝撃

若し く は摩擦を 避ける と と も に、 アルカ リ 金属の過酸化物及びこ れを 含有する も のにあ つて

は、 水と の接触を 避ける こ と 。（ う ）（ け）（ す）  

 ⑵ 第２ 類の危険物は、 酸化剤と の接触若し く は混合、 炎、 火花若し く は高温体と の接近又は過

熱を 避ける と と も に、 鉄粉、 金属粉及びマグネシウ ム 並びにこ れら のいずれかを 含有する も の

にあ つては水又は酸と の接触を 避け、 引火性固体にあ つてはみだり に蒸気を 発生さ せないこ

と 。（ す）  

 ⑶ 自然発火性物品( 第３ 類の危険物のう ち危険物政令第１ 条の５ 第２ 項の自然発火性試験にお

いて同条第３ 項に定める 性状を 示すも の並びにアルキルアルミ ニウ ム、アルキルリ チウ ム及び

黄り んを いう 。 )にあつては炎、 火花若し く は高温体と の接近、 過熱又は空気と の接触を 避け、

禁水性物品( 第３ 類の危険物のう ち危険物政令第１ 条の５ 第５ 項の水と の反応性試験において

同条第６ 項に定める 性状を 示すも の( カ リ ウ ム 、 ナト リ ウ ム 、 アルキルアルミ ニウ ム 及びアル

キルリ チウ ム を 含む。 ) を いう 。 ) にあつては水と の接触を 避ける こ と 。（ す）  

 ⑷ 第４ 類の危険物は、 炎、 火花若し く は高温体と の接近又は過熱を 避ける と と も に、 みだり に

蒸気を 発生さ せないこ と 。（ す）  

 ⑸ 第５ 類の危険物は、 炎、 火花若し く は高温体と の接近、 過熱、 衝撃又は摩擦を 避ける こ と 。

（ す）  

 ⑹ 第６ 類の危険物は、 可燃物と の接触若し く は混合、 分解を 促す物品と の接近又は過熱を 避け

る こ と 。（ す）  

２  前項の基準は、 危険物を 貯蔵し 、 又は取り 扱う に当たつて、 同項の基準によ ら ないこ と が通常

である 場合においては、 適用し ない。 こ の場合において、 当該貯蔵又は取扱いについては、 災害

の発生を 防止する ため十分な措置を 講じ なければなら ない。（ す）  

 

【 解説】  

 本条第１ 項は、法別表第１ に掲げら れた危険物の分類に従い、それぞれの類に共通する 一般的性状、

危険性を 踏ま えて、 少量危険物の貯蔵及び取扱いにおける 原則的な基準を 示し たも のである 。  

 

１  第 1 項第１ 号 

  第１ 類の危険物は、 酸化性固体であり 、 その性質は、 一般的には不燃性である が、 他の物質を 酸

化する 酵素を 分子構造中に含有し ており 、加熱、衝撃、摩擦等によ り 分解し て酸素を 放出する ため、

周囲の可燃性物質の燃焼を 著し く 促すこ と になる 。 し たがっ て、 その貯蔵、 取扱いに当たっ ては、

分解を 起こ す条件を 与えないよ う に次のこ と に注意する 必要がある 。  

⑴ 加熱、 分解、 摩擦を 避ける 。  

 ⑵ 分解を 促進する 薬品類と の接触を 避ける 。  

 ⑶ 周囲に可燃物を 置かない。  



⑷ 水と 反応し て酸素を 放出する アルカリ 金属の過酸化物及びこ れら を 含有する も のにあ っ ては、

水と の接触を 避ける 。  

 

２  第１ 項第２ 号 

  第２ 類の危険物は、 比較的低温で着火又は引火し やすい可燃性の固体で、 し かも 燃焼が早く 、 有

毒のも の、 ある いは燃焼の際有毒ガス を 発生する も のがある 。 火災予防上の留意点は、 次のと おり

である 。  

 ⑴ 酸化剤と の接触、 混合を 避ける 。  

 ⑵ 炎、 火花若し く は高温体と の接近又は過熱を 避ける 。  

 ⑶ 鉄粉、金属粉及びマグネシウ ム 並びにこ れら のいずれかを 含有する も のにあっ ては、水又は酸

と の接触を 避ける 。  

 ⑷ 引火性固体にあ っ ては、 みだり に蒸気を 発生さ せてはなら ない。  

 

３  第１ 項第３ 号 

  第３ 類の危険物は、自然発火性物質及び禁水性物質の性状を 有する も のであ る が、その危険性は、

他の危険物と 比較し て高いも のと 評価さ れており 、 その指定数量も 1 0 キロ グラ ム から 3 0 0 キロ

グラ ム と 比較的少なめに定めら れている 。  

  黄り んのよ う に自然発火性のみを 有し ている 物品、ある いは、リ チウ ム のよ う に禁水性のみを 有

し ている 物品も ある が、 ほと んど の物品は自然発火性及び禁水性の両方の危険性を 有し ている 。  

  火災予防上の留意点は、 次のと おり である 。  

 ⑴ 自然発火性物品は、 空気と 接触さ せない。  

 ⑵ 自然発火性物品は、 炎、 火花、 高温体と の接触、 又は過熱を 避ける 。  

 ⑶ 禁水性物品は、 水と の接触を 避ける 。  

 ⑷ 保護液中に保存さ れている 物品は、保護液の減少等に注意し 、危険物が保護液から 露出し ない

よ う にする 。  

 

４  第１ 項第４ 号 

  第４ 類の危険物は、 引火性液体で、 液体の表面から 発生する 蒸気が空気と 混合し て、 一定の混合

比の可燃性混合ガス を 形成し た場合に、 炎や火花等の火源によ り 引火し 、 火災、 爆発に至る 。 可燃

性混合ガス は、液体の温度が当該液体の引火点以上になっ た場合に形成さ れる ので、引火点が常温

以下の第４ 類の危険物にあっ ては常に引火危険が存在する こ と になる 。 ま た、 第４ 類の危険物は、

一般に電気の不導体で静電気が蓄積さ れやすく 、 静電気の放電火花によ る 引火危険性がある 。  

  火災予防上の留意点は、 次のと おり である 。  

 ⑴ 炎、 火花、 高温体と の接近又は過熱を 避ける 。  

 ⑵ 静電気によ る 火花の発生を 防ぐ 。  

 ⑶ みだり に蒸気を 発生さ せない。蒸気が発生する よ う な取扱いを する 場合は、蒸気を 排出する か、

又は十分な通風を 行う 。  



 

５  第１ 項第５ 号 

  第５ 類の危険物は、自己反応性物質で、爆発又は激し い過熱分解によ る 多量の発熱の危険性があ

る 。 過熱、 衝撃、 摩擦又は他の物品と の接触によ り 発火し 、 爆発する も のが多く 、 ま た、 空気中に

長時間放置する と 分解が進み、 やがて自然発火する も のがある 。 燃焼は、 爆発的なも のが多く 、 ま

た、 爆発的でなく ても 激し い燃焼状況を 呈する ため消火が困難と なる 場合が多い。  

  火災予防上の留意点は、 次のと おり である 。  

 ⑴ 炎、 火花、 高温体と の接近を 避ける 。  

 ⑵ 過熱、 衝撃、 摩擦を 避ける 。  

 ⑶ 分解し やすいも のは特に室温、 湿気、 通風に注意する 。  

 

６  第１ 項第６ 号 

  第６ 類の危険物は、 酸化性の液体で、 自ら は不燃性である が可燃物と 混ぜる と こ れを 酸化し 、 着 

火さ せる こ と がある 。  

  火災予防上の留意点は、 次のと おり である 。  

⑴ 可燃物と の接触や混合を 避ける 。  

 ⑵ 分解を 促す薬品類と の接近や過熱を 避ける 。  

 

７  第２ 項 

  前項が、 原則的な危険物の貯蔵、 取扱いの基準を 規定し ている のに対し 、 第２ 項では、 危険物の

貯蔵、取扱いがこ う し た原則によ る こ と が通常でない場合にあっ ては、こ の基準によ ら ないこ と が

でき る 旨を 規定し ている 。  

  し かし 、 原則規定から 外れた貯蔵、 取扱いを する 場合は、 それによ り 発生する 可燃性蒸気、 化学

反応、発熱等の危険因子に対する 換気、冷却等の災害を 防止する ための十分な措置を 講じ たう えで

行う 必要がある 。  


